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（趣旨） 

第１条 この裁定は、東京大学の原子力施設において、マネジメントレビューを実施するた

めに必要な事項を定める。 

（定義） 

第２条 この裁定において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 原子力施設 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年

６月１０日法律第１６６号。以下「原子炉等規制法」という。）第２３条第２項第５号

に規定する試験研究用等原子炉施設をいう。 

(2) 保安活動 原子力施設の保安のための業務として行われる一切の活動をいう。 

(3) 品質マネジメントシステム 保安活動の計画、実施、評価及び改善に関し、管理監督

を行うための仕組みをいう。 

(4) マネジメントレビュー 原子力施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体

制の基準に関する規則（令和２年原子力規制委員会規則第２号。以下「品管規則」と

いう。）第１８条に規定する原子力安全に係る品質マネジメントシステムの評価をい

う。 

(5) 保安規定 原子炉等規制法第３７条第１項の規定に基づき、大学院工学系研究科原

子力専攻（以下「専攻」という。）の専攻長（以下「専攻長」という。）が定める保安

規定をいう。 

(6) 品質マニュアル 品管規則第５条第２号の規定に基づき、専攻長が定める、品質マ

ネジメントシステムを規定する文書をいう。 

（実施体制） 

第３条 環境安全衛生を担当する理事（以下「環境安全衛生担当理事」という。）、環境安全

本部長及び大学院工学系研究科の研究科長（以下「研究科長」という。）は、マネジメン

トレビュー補佐として、マネジメントレビューを補佐する業務（以下「マネジメントレビ

ュー補佐業務」という。）を行う。 

２ 環境安全本部放射線管理部は、環境安全衛生担当理事及び環境安全本部長のマネジメ

ントレビュー補佐業務を補佐する。 

３ 工学系・情報理工学系等環境安全管理室は、研究科長のマネジメントレビュー補佐業務

を補佐する。 



（実施間隔） 

第４条 マネジメントレビューは、１年ごとにこれを行う。 

（実施手順） 

第５条 専攻長は、専攻における、保安規定及び品質マニュアルに基づく保安活動の状況に

関する確認並びにその状況の評価（以下「専攻内マネジメントレビュー」という。）を行

い、その結果を総長に提出する。 

２ 環境安全本部放射線管理部は、前項の規定により提出された専攻内マネジメントレビ

ューの結果（以下「専攻内マネジメントレビューの結果」という。）を確認し、その結果

を取りまとめた報告書（以下「確認報告書」という。）をマネジメントレビュー補佐に提

出する。専攻内マネジメントレビューの結果の確認にあたっては、専攻に対し、資料の提

供依頼及びヒアリングを行うことができるものとする。 

３ マネジメントレビュー補佐は、マネジメントレビュー補佐業務を行うに際し、その参考

とするため、あらかじめ、確認報告書を確認する。 

４ 総長は、マネジメントレビュー補佐、専攻長及び保安規定に定める品質保証責任者を招

集し、専攻内マネジメントレビューの結果を踏まえ、マネジメントレビューを実施する。 

（マネジメントレビューの観点） 

第６条 総長は、マネジメントレビューの実施にあたっては、次に掲げる観点を持つものと

する。 

(1) 専攻内マネジメントレビューの結果の内容の適切性 

(2) 前回のマネジメントレビューの結果を受けた専攻の対応の適切性 

(3) 改善が必要な点や指示すべき事項の有無 

(4) 東京大学の原子力施設における品質方針（令和３年７月１日総長裁定。以下「品質方

針」という。）の変更の必要性 

(5) その他、総長が必要と認めるもの 

（マネジメントレビューの結果を受けて行う見直し） 

第７条 総長は、第 5 条第 4 項の規定により実施されたマネジメントレビューの結果（以

下「マネジメントレビューの結果」という。）を専攻長に通知する。 

２ 総長は、マネジメントレビューの結果を踏まえ、品質方針第２条に規定する見直しを行

い、変更しない場合も含め、その見直しの内容及び改正の要否を専攻長に通知する。 

３ 専攻長は、マネジメントレビューの結果並びに品質方針の見直しの結果に基づき、品管

規則第１２条第１項に規定する品質目標を定め、その内容について総長に報告する。 

（庶務） 

第 8 条 マネジメントレビューに関する庶務は、本部環境安全課において処理する。 

（補則） 

第 9 条 この裁定に定めるもののほか、マネジメントレビューの実施に関し必要な事項は、

別に定めるものとする。 



 

附 則 

この裁定は、令和 5 年４月２０日から実施する。 

 

附 則 

この裁定は、令和６年４月１日から実施する。 

 


